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2■【取組①】作業員のモチベーション向上にむけた取組

【主なご意見】 作業員のモチベーション、プライドが保てる環境づくりや情報発信を考えてほしい

【取組例】 ・協力企業の様々な改善活動に対して、感謝の意を示すとともに、継続して積極的に改善

提案を頂けるよう発電所長から感謝状を贈呈。表彰の様子は構内電子掲示板で紹介

・作業員の頑張りは、機会を捉えて社外へも発信

入退域管理施設 バス待合所

○発電所長からの感謝状贈呈

※2014年10月より発信開始

電子掲示板の主な発信内容

○構内線量マップ
○災害速報
○緊急速報（津波・地震など）
○廃炉カンパニーの取り組み状況
○汚染水の対策状況
○相談窓口 など

※2011年10月20日より表彰を再開、
2013年10月より発信開始

○各現場の取組

作業員への感謝・モチベーション向上に関する発信内容（例）



3■【取組②】リスクコミュニケーションの実施 （想定不具合の公表）

万が一の漏えい発生時においても、堰による漏えい拡大防止を図るととも
に、日々のパトロールや漏えい検出装置により漏えいを検知する。

「増設多核種除去設備」の試運転開始前のリスクコミュニケーション 【2014/9/11公表】

・既設の「多核種除去設備」の試運転で確認された不具合の原因を整理し、新設備に知見を反映

・今回の「増設多核種除去設備」の試運転で想定される主な不具合とその対応策

タンクなど機器から
の漏えい

各種フィルタなどの出口水における
放射能濃度の上昇

サンプルタンクにてサンプリングを実施しタンクエリアに処理
水を移送することとしており、汚染拡大防止を図る。

想定不具合 対応方法

※なお、「増設多核種除去設備」の試運転は、2014/9/17から開始

【取組例】 「増設多核種除去設備」の試運転開始にあたり、既設の「多核種除去設備」で確認された

トラブルを踏まえた知見の反映状況や、想定されるトラブルとその対応策を公表

→ これらを事前にお示しすることで、トラブルが発生した場合であっても、当該トラブルが

不測の事態ではなく対応が準備されていることをお伝えでき、皆さまへの安心につなげる



4■【取組③】トラブル等公表における適時適切な情報発信（継続）

【取組例】 事実関係に加え、皆さまの“ご心配・ご不安”に応える情報要素を組み込んで随時公表

事例１ 2014/ 8/29 ３号機使用済燃料プール内瓦礫撤去作業中の燃料交換機操作卓の落下

【報道発表（一斉メール）への記載内容】＜抜粋＞

（皆さまのご心配は・・・） 「操作卓が落下したことで、使用済燃料プールや燃料に、何か影響を与えていないか？」

「①プール付近の線量が通常値と変化がないこと、②プラントパラメータに異常が確認されていないことをお知らせ」

皆さまのご懸念を意識した情報発信

～ トラブル等発生時、影響範囲や復旧見通しなど、皆さまのご懸念に応える情報を付加して随時公表

＜８月～９月＞

【報道発表（一斉メール）への記載内容】＜抜粋＞

（皆さまのご心配は・・・） 「作業員の体調は？」 「電源の異常により、共用プールの冷却に影響を及ぼしているのでは？」

「・・・協力企業作業員は意識があり、・・・心電図検査を実施して異常のないことを確認・・・
・・・共用プール電源系の電圧が正常・・・、共用プール冷却に異常がないことを確認・・・。１～４号機主要パラメータ
および、モニタリングポスト指示値に有意な変動は確認されていません。」

事例２ 2014/ 9/ 30 協力企業作業員の感電／共用プール電源での警報発生



5■【取組④-1】福島県産品、地元資材の利用促進（当社）

当社における主な取組 （震災後）

【取組例】 ○社内販売会を開催、県産食材の活用、社内に向けて県産品／県関係イベント等の

情報を積極発信・共有 （当社全体の福島県産品購入実績（震災以降）： 累計約42億円）

○福島の地元事業者からの資材調達を推進 （震災以降、H25年度末で累計約740億円）

・販売会：県内生産者等のご協力のもと、本店／各事業所で社内販売会を開催

＜実績：累計164回（2014年９月末現在）＞

・県産食材活用：各事業所の社員食堂や寮で活用

※ 大熊町に建設中の福島給食センターでも活用予定

・社員向け情報発信：社内イントラネットで、県産品情報、福島イベント情報
（物産フェア等）を周知、購入勧奨

県産品の社内販売会（本店）県産品の社内販売会（本店）

【社内のイントラネット特設ページ（一部）】

・必要資材の地元事業者からの調達推進：
福島復興本社（福島本部、県内原子力発電所、火力発電所及び電力所等）で、

地元事業者からの資材調達を推進

【地元事業者からの調達状況】



6■【取組④-2】福島県産品の利用促進、拡大（他企業等への働きかけ）

他企業等における県産品販売会の開催・運営サポート

＜販売会開催実績（震災後）＞
平成２５年度下期 ４回
平成２６年度上期 ５回

※下期以降、４社開催予定、５社開催検討中

・他企業の社内販売会や、他企業が主催する夏祭り・イベント等における県産品販売会開催の働き
かけ、ならびに販売会での人的支援を実施

【取組例】 県産品の利用促進、拡大に向け、他企業等への働きかけ（県産品販売会の開催・運営の

サポート等）を積極的に実施

他企業本社ビルでの販売会 他企業主催の夏祭り、イベント等での販売会

ご協力：株式会社日立製作所様ご協力：株式会社日立製作所様 ご協力：横河電機株式会社様ご協力：横河電機株式会社様 ご協力：ダイキン工業株式会社様ご協力：ダイキン工業株式会社様



7■【取組⑤】廃炉・汚染水対策の可視化の工夫（継続）

 目的やしくみ、効果等を３ＤやＣＧを用いて動画を作成。作成した動画は、ホームページなど

ネットを活用した情報発信ツールで公開する他、説明会などでも活用

※より良い動画作成に向けて、ご意見・ご感想をお願いいたします。

今回の上映動画 「汚染水への取り組み ～多核種除去設備～」


